
事業事前評価表 

 

国際協力機構アフリカ部アフリカ第四課 

 

１．案件名（国名） 

国名：カメルーン共和国  

案件名：第 5次地方給水計画 

(英)The Project for Rural Water Supply(Phase 5) 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における給水セクターの現状と課題 

カメルーン全体の安全な水へのアクセス率は 2008 年で 74％とサブサハラアフリカでも

平均を上回っている。一方、地方給水については、数多くの井戸は建設年代が古く維持管

理体制も不十分であることから、ポンプの故障や井戸の枯れによりアクセス率が 51％に留

まっており、特に対象地域の北部州や極北州では 20％台と低迷している。かかる状況によ

り、地方の住民は河川水や池などの汚染された地表水を飲料水として利用しており、水を

媒介とした下痢などの水因性疾病が蔓延し、結果として乳児死亡率（87 人/出生 1,000 人）

の上昇及び平均寿命（49.9 歳）低下の一因となっている。 

(2) 当該国における給水セクターの開発政策における本事業の位置づけ及び必要性 

カメルーンは2009年8月に制定された第2次貧困削減戦略文書として位置付けられている「成

長と雇用戦略文書（DSCE）（2010-2020）」において 2020 年には MDGｓを達成するとしており、給

水については地方の給水率を 2001 年の 31.3％から 2020 年には 75％に上げることを目標として

いる。本案件は同目標に資するものとして位置付けられる。 

(3) 給水セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

 本案件は対カメルーン事業展開計画の援助重点分野である「農水産業・農村開発」、開発

課題「農村コミュニティ開発」に位置づけられる。これまでも我が国は４次に亘って地方

給水の無償資金協力（第 1 次：1983 年、第 2 次：1988 年、第 3 次：1994～1996 年、第 4

次：2005～2006 年）を実施している。 

なお、本案件は MDGs ターゲットの内、「安全な飲料水と基本的な衛生施設を継続的に利

用できない人々の割合を半減する」に資するものであり、また、TICADIV にて我が国がコ

ミットしたアフリカにおける 650 万人に対して安全な飲料水を供給するという目標の達成

に貢献するものである。 

(4) 他の援助機関の対応 

本案件の対象地域では他ドナーも活動しており、ドイツ 「プロビレッジ計画｣(1992～2008）、欧

州連合「北部州ラグド地区灌漑整備」（2005～）、ベルギー ｢52 地区飲料水供給改修・増強プロ

ジェクト｣(2009～2012）等が挙げられる。 

３．事業概要  

(1) 事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

 北部州及び極北州において井戸を建設することにより安全で安定的な給水の確保と、衛

生状態の改善を図る。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 
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北部州（人口約 154 万人、2011 年）及び極北州（人口約 276 万人、2011 年） 

(3) 事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容 ：【施設】人力ポンプ付き深井戸 189 箇所（北部州：57

箇所、極北州：132 箇所） 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

・コンサルティング・サービス：詳細設計、施工監理等 

・ソフトコンポーネント：対象村落に対する給水設備の運転・維持管理に係る能力強化、

利用者組合の設立、組合に対する啓発活動、ポンプ修理人の配置 

(4) 総事業費/概算協力額 

 総事業費 7.78 億円（概算協力額（日本側）：7.68 億円、カメルーン国側：0.1 億円） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2012 年 8 月～2014 年 7 月を予定（計 24 ヶ月。詳細設計、入札期間を含む） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート）：水・エネルギー省 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010

年 4 月公布）上、セクター特性、事業特性および地域特性に鑑みて、環境への望ま

しくない影響が重大でないと判断されるため。 

2) 貧困削減促進：特になし 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）： 

  女性及び子供の水汲み労働が軽減される。 

(8) 他事業、ドナー等との連携・役割分担：対象地域では、欧州連合、ベルギーが村落

給水への協力等を行っているが、水・エネルギー省や同省州代表部と調整しており、他ド

ナーとの重複は無い。 

(9) その他特記事項：特になし 

 

(1)事業実施のための前提条件：特になし 
 
(2)プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

 2013年2月に国民議会選挙が予定されており、同時期行政機能が低下する恐れがある。 

 極北州及び北部州及のチャド及び中央アフリカ国境付近においては、政情が不安定な両

国から武装強盗集団が越境してカメルーン国内に侵入する等治安状況が劣悪。対策に

ついては留意点を参照。 

 
 

(1)類似案件の評価結果：カメルーンにおける地方給水への既存の無償資金協力「第 4次地

方給水計画」（2006～2008）等の実施結果から、①給水施設の運営・維持管理を目的とした

給水施設の利用者組合の設立、②利用者組合に対する啓発活動の実施、③ポンプ修理人の

配置と訓練の実施の必要性が挙げられている。    

(2)本事業への教訓：本案件では、建設される給水施設の適切な運営・維持管理を図るため、

４．外部条件・リスクコントロール 

５．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
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他ドナーのアプローチも参考にしつつ、利用者組合の設立、組合に対する啓発活動、ポン

プ修理人の配置をソフトコンポーネントで支援する。 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

(1) 妥当性 

２．(2)～(3)に記載のとおり、日本政府・JICA の援助方針に沿った内容であり、また、

カメルーン政府の開発戦略にも合致する内容である。また、本案件の対象地域は乾期が年

間 8 ヶ月にも及ぶ北部乾燥地域に位置しており、本案件は慢性的な水不足の解消に寄与す

るところ、実施の意義は高い。 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

指標名 基準値 

（2012 年推定）

目標値（2017 年） 

[事業完成 3年後] 

安全で安定的な水(*)へのアクセス

が可能な人口(人) 

332,700 389,400 

利用者組合の設置 0 189 
  
 2) 定性的効果 

① 安全で安定的な水の利用により水因性疾患が減少し、村民の衛生状況が改善される。 

② 女性や児童に大きな負担となっている水運搬労働が大幅に軽減される。 

③ 渇水のリスクが高い地域において、気候変動に対する脆弱性を軽減する。 

７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  6.(2) 1)のとおり。 

(2) 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価    事業完成３年後 
以 上 


